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1．はじめに－研究の背景と目的－
　本稿の課題は，有機農業を組織的に展開するさんぶ野菜ネットワークの取り組みを事例
として取り上げ，その展開要因と意義について検討することにある（1）。
　日本における有機農業（2）の取り組みは，1970 年代初頭より農業の近代化への対抗運動
として始まった。その後，生産者と消費者による地道な取り組みをつうじて社会的な広が
りが形成され，2006 年 12 月には有機農業推進法が成立した。これまで有機農業に関する
法制度は，有機 JAS認証による有機農産物の表示規制のみであったが，有機農業推進法
の成立によってようやく官民一体となって有機農業を振興する体制が整った（小口
2015）。
　2008 年度から始まった有機農業総合支援対策のなかで注目すべき事業が有機農業モデ
ルタウン事業であり，「地域に広がる有機農業（中島 2011）」の構築と普及が目標に掲げ
られた。これをきかっけに，有機農家が中心となって行政や農協，生産者グループ，消費
者グループなどが参加する「〇〇有機農業推進協議会」が全国各地で組織され，市町村レ
ベルで有機農業を推進していくことが目指されている。
　MOA自然農法文化事業団「平成 22 年度有機農業基礎データ作成事業報告書」によると，
有機農家数は 11,859 戸で総農家数の約 0.5％，有機農業実施圃場面積は 16,417ha で全耕作
面積の約 0.4％にとどまっている（3）。ただし，半農半X（4）や自給農業など有機農業と親和
性の高い取り組みも数多く存在していることに留意したい。
　有機農家数，有機農業実施圃場面積ともに小さな割合だが，実数としては年々増加して
（1） さんぶ野菜ネットワークの取り組みについては，代表のT氏（2014 年 11 月），事務局長の S氏（2014 年 8 月，
12 月）に実施したインタビュー調査の内容に基づいている。
（2） 本文中で使用する「有機農業」は有機 JAS認証を取得したものに限らず，有機農業推進法で定義される「化
学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組み換え技術を利用しないことを基本とし
て，農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業」を指し，
広義に捉えている。
（3） 農林水産省は 2014 年 4 月に「新たな有機農業の推進に関する基本的な方針」を公表し，おおむね平成 30 年
度までに「我が国の耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合の倍増（0.4％→ 1％）」「有機農業の技術体
系の確立」「有機農業の普及指導体制の整備（全都道府県）」「消費者の理解の増進」「推進体制の整備（全都
道府県と 50％以上の市町村）」が目標として掲げられた。
（4） 半農半Xとは，京都府綾部市在住の塩見直紀氏が 1990 年代半ば頃に提唱したライフスタイルの実践である。
農のある半自給的な暮らしを営みながら，自分が心からやりたいと思う仕事＝「X」を実践するライフスタ
イルを指す。
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おり，日本農業の動向とは異なる構造を形成している。さらに，農林水産省「有機農業を
めぐる事情」（平成 30 年 3 月）によると，有機農家の年齢構成は 60 歳未満が約半分を占め，
平均年齢 59.0 歳は農家全体の 66.1 歳と比べて若い。有機農業は若い世代から支持されて
おり，そのなかでも非農家出身の新規参入者（5）は象徴的な存在といえる。
　新規就農者（6）は 1990 年の 15,700 人が最も少なかったが，その後増加傾向にあり，農林
水産省「新規就農者調査」によると，ここ 10 年ほどは 5～6万人前後を推移している。
2016 年は 60,150 人であった。そのなかで新規参入者の推移を見ると，2007 年が 1,750 人，
2016 年が 3,440 人で顕著な伸びを示している。
　注目される点は，新規参入者のうち 49 歳以下が 2,470 人で 71.8％を占めていることで，
新規自営農業就農者のそれが 24.8％に対して，若い世代が担い手として広がりを見せてい
る。
　新規参入者のもうひとつの特徴は，有機農業との親和性である。全国農業会議所「新規
就農（新規参入）の就農実態に関する調査結果」（2011 年）によると，新規参入者のなか
で「全作物で有機農業に取り組んでいる」が 20.7％，「一部の作物で有機農業に取り組ん
でいる」が 5.9％，「できるだけ有機農業に取り組んでいる」が 46.2％で，計 72.8％を占め
ている。また，全国農業会議所「2010 年度新・農業人フェアにおけるアンケート結果」
によると，新規就農希望者のなかで「有機農業をやりたい」が 65.1％，「有機農業に関心
がある」が 27.6％で，計 92.7％を占めている。
　有機農業に取り組む若い新規参入者の広がりは，本稿で取り上げる千葉県山武（さんむ）
市のほか，埼玉県小川町，山形県高畠町，福島県二本松市東和地区，茨城県石岡市八郷地
区，岐阜県白川町などでも見られる。
　これは一例に過ぎないが，共通している点は新規参入者を受け入れる体制が整備され，
就農から定着までサポートしていることである。山武市では農事組合法人さんぶ野菜ネッ
トワーク，二本松市東和地区ではNPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協議会，石岡
市では JAやさとといった受け入れ組織が有機農業の新規参入者をサポートする取り組み
も生まれている。
　そこで本稿では，千葉県山武市にある農事組合法人さんぶ野菜ネットワークの取り組み
を事例として取り上げ，新規参入サポートをつうじた有機農業の組織的展開の取り組みを
分析し，その展開要因と意義について検討する（7）。
（5） 新規参入者とは，調査期日前 1年間に土地や資金を独自に調達（相続・贈与等により親の農地を譲り受けた
場合を除く）し，新たに農業経営を開始した経営の責任者及び共同経営者をいう。なお，共同経営者とは夫
婦が揃って就農，あるいは複数の新規就農者が法人を新設して共同経営を行っている場合における経営の責
任者の配偶者又はその他の共同経営者をいう。
（6） 新規就農者とは，「新規自営農業就農者」「新規雇用就農者」「新規参入者」の 3者を指す。新規自営農業就
農者とは農家世帯員で，調査期日前 1年間の生活の主な状態が「学生」から「自営農業への従事が主」になっ
た者，及び「他に雇われて勤務が主」から「自営農業への従事が主」になった者をいう。新規雇用就農者とは，
調査期日前 1年間に新たに法人等に常雇い（年間 7か月以上）として雇用されることにより，農業に従事す
ることとなった者（外国人研修生及び外国人技能実習生並びに雇用される直前の就業状態が農業従事者で
あった場合を除く）をいう。
（7） 山武市ではさんぶ野菜ネットワークのサポートを受けずに就農した新規参入者も多く存在し，独自の経営を
展開している。その意味で，多様な新規参入者が共存している地域といえる。
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2．山武市の農業
　山武市は千葉県のほぼ中央の東部に位置し，2006 年に山武町，成東町，蓮沼村，松尾
町の 4町村が合併して誕生した。
　山武市の農業は水稲のほか，野菜や果樹の生産が盛んである。野菜は北総台地の肥沃な
土壌と温暖な気候によって周年出荷が可能で，人参やスイカを中心にサトイモ，ゴボウな
どの産地として知られている。また，千葉市や首都圏といった消費地に近接する恵まれた
立地条件を生かし，千葉県有数の農業地帯となっている。
　表 1を参照しながら，山武市の農家数の現状について見ていく。全国的な傾向と同様，
農家数は減少傾向にある。合併後の 2010 年と比較すると，総農家数は 341 戸減少している。
その内訳は，自給的農家が 14 戸増加する一方で，販売農家が 355 戸と大きく減少している。
販売農家のうち，専業農家は約 37.1％である。千葉県の約 30.6%，全国の 33.3％よりも若
干割合は大きいが，大半は第 2種兼業農家と自給的農家が占めている。
　基幹的農業従事者の平均年齢は 65.4 歳で，2010 年の 64.8 歳と比べると高齢化が進んで
いる。表 2を参照すると，60 歳以上が 72.9％，70 歳以上が 41.8％を占めている一方で，
49 歳以下は 12.1％，39 歳以下は 5.8％と少ない。
　日本農業は農家数の減少，農家の高齢化とそれに伴う後継者不足を背景に，農業構造の
脆弱化が進展している。2015 年には戦後の日本農業を支えてきた昭和ヒトケタ世代が全
員 80 代に入り，世代交代という点から新たな担い手として新規参入者への期待が高まっ
表 1：農家数の現状（2015 年，戸）
販売農家 自給的農家
専業 第１種兼業 第２種兼業
山武市 1,801 669 383 749 608
千葉県 44,039 13,474 7,168 23,397 18,597
全国 1,329,591 442,805 164,790 721,996 825,491
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」より筆者作成
注：販売農家とは，経営耕地面積が 30a 以上又は農産物販売金額が 50 万円以上の農家をいう。自給的農家とは，経営耕地面
積 30a 未満かつ農産物販売金額が年間 50 万円未満の農家をいう。専業農家とは，世帯員のなかに兼業従事者が 1人もい
ない農家をいう。第 1種兼業農家とは，農業所得を主とする兼業農家をいう。第 2種兼業農家とは，農業所得を従とする
兼業農家をいう。
表 2：年齢別基幹的農業従事者数（2015 年，人）
15～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳以上 計
山武市 1 44 125 189 441 919 839 398 2,956
千葉県 30 977 2,520 3,990 8,152 20,909 19,353 9,168 65,099
全国 771 23,834 61,075 91,814 202,122 546,902 555,614 271,632 1,753,764
資料：農林水産省「2015 年農林業センサス」より筆者作成
注：基幹的農業従事者とは，農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち，調査期日前 1年間のふだんの主な状態
が「仕事に従事していた者」のことをいう。
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ている。
　山武市も条件に恵まれているとはいえ，後継者がいない 70 代や昭和ヒトケタ世代が中
心となって農地を守っている。今後，そのような担い手が守ってきた優良農地の多くが遊
休農地になっていく可能性があり，農家の後継者だけではなく，非農家も含めて若い世代
の後継者を育成していくことが地域農業の大きな課題といえる。
3．さんぶ野菜ネットワークの展開過程
　続いて，さんぶ野菜ネットワークの展開過程と取り組みの現状について見ていく。
（1）山武郡市農協睦岡園芸部無農薬有機部会の設立
　さんぶ野菜ネットワークの歴史は，山武郡市農協睦岡園芸部無農薬有機部会（以下，「有
機部会」）の設立に遡る。農協が有機部会を立ち上げた背景として，次の 2点が挙げられる。
　ひとつは，連作障害による農薬の使用量増加と健康被害への懸念である。山武市は野菜
の産地であるが，同時に単一作物栽培の弊害として連作障害が起こり，土壌病害への対処
で農薬の使用量が増加していた。とりわけ，施設栽培は連作を避けることができなかった。
　ほとんどの農家が農薬の過剰散布に嫌悪感を抱いていた。健康診断で肝機能障害の人が
出たという話もあり，それに農薬が関係しているのではないかと地域では噂されていたと
いう。農薬の危険性を敏感に感じ取っていたのは農薬を散布している当事者の農家であっ
たが，当時の防除指導は農薬によって病害虫を抑えるという考え方で，農家にはそれ以外
の選択肢が与えられていなかった。
　もうひとつは，農協の婦人部が横浜港で輸入農産物に関する見学会を開いたことである。
1980 年代後半以降，輸入農産物が急激に増加するなか，ポスト・ハーベスト農薬（8）や植
物検疫における燻蒸などの危険性が社会問題となった。見学会でポスト・ハーベスト農薬
の酷い実態を目の当たりにした婦人部の女性たちのなかで，食への関心が高くなっていっ
たという。
　連作障害の回避と食への関心の高まりが重なり，そのような問題意識と有機農業をつな
げたのが当時，睦岡支所長をつとめていた S氏であった。東京都出身の S氏は熱心に学
生運動に取り組むなか，三里塚闘争（9）に深く関わるようなり，有機農家への援農など支援
も行っていた（10）。
（8） ポスト・ハーベスト農薬とは，収穫された後に農産物に散布する農薬のことをいう。日本のフードマイレー
ジは世界最大である。フードマイレージとは生産地から消費地まで運ばれる距離と輸送量を乗じたもので，
算出方法は「フード・マイレージ（t・km）＝輸入相手国別の食料輸入量（t）×輸出国から日本までの輸送
距離（km）」となる。日本の食料供給構造は大量の食料を輸入するばかりでなく，長距離輸送を伴う構造となっ
ているため，腐敗などを防ぐポスト・ハーベスト農薬が必要となる。ちなみに，国内ではポスト・ハーベス
ト農薬の使用は禁止されている。
（9） 三里塚闘争とは，1966 年に政府が決定した新東京国際空港（現成田国際空港）建設に対する地元農家らの反
対運動をいう。闘争には支援者や過激派の活動家も加わり，東峰十字路事件など死者が出る事件も相次いだ。
（10）三里塚の農家は空港建設による用地買収に対し，「土を守る」という視点から有機農業を実践した。有機農
業の生産者グループや産直グループが多く，新規参入者の取り組みも広がっている。
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　そのような経緯を持つ S氏が「こういう農業もある」と有機農業を紹介し，まずは三
里塚で有機農業を営む S氏の義理の弟を講師に勉強会を開催した。園芸部のなかで「無
農薬で野菜を作ってみよう！」というチラシを回覧すると，30 名ほどの農家が集まり，
非常に関心が高かったという。その後，1987 年末から三里塚微生物農法の会（11）の有機農
家などを講師として招き，有機農業に関する勉強会を重ねた。
　1988 年 11 月には，静岡県伊豆長岡で開かれた第 1回有機農業全国農協交流集会に S氏
のほか，園芸部の部長と副部長も出席し，翌 12 月に有機部会を設立した。設立時の部会
員は 29 名，登録圃場は約 4.5ha であった。
　いずれの農家も当初は「本当に農薬を使わずに商品となるような農産物を生産できるの
だろうか」と半信半疑で，「うまくいかなかったら廃棄すればいいか」と消極的な姿勢だっ
たという。そのため，各農家 10a という小さな面積から有機農業に取り組み，畑には有機
農業ということがわかるように，自分の名前を書いて看板を立てた。
　現在，さんぶ野菜ネットワークの代表を務めるT氏は，まず病害虫の被害が比較的少
ない里芋から有機農業に転換した。当時を振り返ると，圃場の全てを有機農業に転換する
ことができるとは考えてもいなかったという。
（2）販路の開拓と組織の拡大
　有機部会は試行錯誤のなかで実験的に取り組みを開始したため，販売先は特に考えてい
なかった。ただし，せっかく収穫できた野菜を廃棄するわけにはいかず，販路の開拓に取
り組んだ。有機農産物や無農薬農産物を扱っている流通事業体 10 数社に手紙を書くなど
営業を始めると，直接訪問をしなくても，相手から反応を示してくれたという。
　1980 年代は，有機農産物への関心が高まった時代であった。高度経済成長期以降，農
産物の流通は広域化し，現在ではグローバルな展開のなかに組み込まれるようになってい
る。食と農の距離が乖離するなか，1980 年代以降はポスト・ハーベスト農薬の使用を不
可欠とする輸入食料が増加し，1990 年代になると遺伝子組み換え作物の輸入が始まり，
2000 年代には数々の食品偽装事件が起こった。加えて，地球環境問題の広がりやフード
マイレージの増大にもつながっている。
　この間，生産者と消費者による産消提携（12）だけではなく，専門流通事業体や自然食品店，
八百屋，外食産業，小売店，量販店などが次々と有機農産物市場に参入し，有機農産物の
流通は食の安全や環境にやさしい暮らしを求める消費者ニーズを汲み取りながら多様化し
ていった。
　有機農産物を取り巻く市場環境が変化するなか，有機部会は販路を開拓していったが，
有機農産物への関心が高まったとはいえ，有機農業の取り組みはまだまだ異端視されてい
た時代でもあった。そのため，農協という看板のもと組織的に取り組んだことが取り引き
先との信頼構築に大きな力を発揮した。T氏も「農協で組織的にやることが強かった。た
ぶんそれが一番。一人，二人の有志で始めたのとは違ってね」と当時を振り返る。さらに，
（11）三里塚微生物農法の会とは，空港建設反対派が結成した産直グループである。
（12）日本における有機農業の取り組みは，生産者が消費者に直接農産物を届ける産消提携をつうじて広がった。
産消提携は共同購入方式と個別宅配方式に分けられるが，人間的な関係性を重視する点に特徴がある。
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農協が有機農業に取り組むこと自体珍しく，メディアに取り上げられるなど世間からの関
心の高さもプラスに働いた。
　このような状況のもと，真っ先に興味を示したのが株式会社大地を守る会（13）であった。
有機部会の農家は当初，取り組み面積も小さかったため，作物に付く虫をひとつひとつ手
で潰していた。畑の至るところに農家が歩き回った足跡があり，大地を守る会の担当者が
初めて現地を訪れた際，その様子を見て「山武は本気で有機農業に取り組んでいる」と地
道な努力に関心し，取り引きが決まったという。
　大地を守る会との取り引きは 1989 年 5 月から開始し，全量買い上げが実現した。当時
の大地を守る会は 1987 年 12 月に日本リサイクル運動市民の会と提携し，らでぃっしゅ
ぼーやを立ち上げたばかりで，しばらくの間その仕入れを行っていた。大地を守る会側も
取り扱う有機農産物の量が足りず，事情を抱えていた。
　既存の市場流通での取り引きは農産物の出来が良く，豊作のときは価格が下落し，反対
に出来が悪く，不作のときは価格が上昇する。農家にとって安定的な価格と全量取り引き
は魅力的な条件であった。また，大地を守る会との取り引きには，厳格な基準がなかった。
農産物の規格は外観に関係なく，大・中・小という 3規格のみで，小さいものであっても
全量買い上げてもらえたという。
　有機部会の農家はいずれも日常的に顔を合わせることができ，作物の様子や生産技術に
関する情報交換をしていた。勉強会も引き続き行うなかで，千葉県は周年で野菜が収穫で
きることから，輪作体系の重要性を学んだ。
　ところが，開始当初のように 10a という面積では輪作体系をつくることが難しかった。
そのため，圃場を拡大するとともに，作付け品目数も増やし，各農家が輪作体系を導入し
た。例えば，T氏は 2年目に 60a まで有機農業の面積を広げ，10～20a ずつ 3～4品目を
輪作し，6年目で有機農業に全面転換した。
　このように取り組み面積が拡大していくなか，有機部会が発足して 3年目以降，大地を
守る会だけではなく，大地を守る会から得た様々な情報をもとにしながら，多角的に販路
を開拓していった。
（3）さんぶ野菜ネットワークの設立
　有機部会は会員数を増やし，順調に売り上げも伸ばしていったが，新たな課題も生じて
いた。
　ひとつは，事務局員を安定的に雇用できる体制づくりである。2001 年 4 月から有機
JAS認証制度が本格的に始まり，有機部会も認証の取得を進めたが，販売先の多様化に
伴い，栽培管理記録や提出書類の作成など煩雑な作業が増加していた。
　当初は S氏が支所長の仕事をしながら，机の隣にFAXを置いて取り引き先との出荷量
（13）大地を守る会は，1975 年に大地を守る市民の会として発足し，翌年名称を大地を守る会に変更した。団地で
開催した青空市，共同購入システムの構築，全国で初めて有機農産物の個別宅配に取り組むなど有機農産物
の流通を切り開いてきたパイオニアである。2017 年 10 月に同じく食品の宅配サービスを手掛けるオイシッ
クスと経営を統合し，2018 年 2 月にはらでぃっしゅぼーやを子会社化した。現在の商号は，オイシックス・
ラ・大地株式会社である。
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を調整していた。当時はFAXも一般家庭に普及していなかったことから，S氏が出荷依
頼書を部会員に軽トラで配達していたという。その後，S氏が本所に異動となったため，
代わりに事務局員 2名を迎え入れたが，定期的に異動がある農協の職員として正式に採用
することができず，また本人もそのような扱いを望んでいなかった。
　もうひとつは，有機部会の出荷体系に応じた冷蔵設備の整備である。多品目生産かつ多
様な取り引き先を持つ有機部会は農協が取り扱う他の農産物とは出荷体系が異なり，農協
の冷蔵設備を都合良く使用することができなくなっていた。
　以上のような理由から，2005 年 2 月に有機部会の直販組織としてさんぶ野菜ネットワー
クを設立し，農協から受発注業務だけを独立させて事務局員を雇用できる体制を整備した。
さんぶ野菜ネットワークは農協内に事務所を借り，受発注業務はさんぶ野菜ネットワーク，
農産物の集出荷は農協という二重体制が続いていたが，2011 年 11 月に新社屋と集出荷場，
冷蔵貯蔵施設を建設したことにより，農協から完全に独立した。
　さんぶ野菜ネットワークの現状を整理すると，2017 年時点で組合員が 61 名（正組合員：
46 名，準組合員：15 名），登録圃場は 87ha である。年間販売高は，約 4億 9,000 万円に
のぼる。
　主な生産品目は人参（5月～7月・10 月～12 月），大根（3月～6月・10 月～12 月），レ
タス類（3月～5月・10 月～1月），里芋（10 月～3月），落花生（11 月～2月），小松菜（年
中），ホウレンソウ（3月～7月・10 月～3月），水菜（年中），トマト類（5月～11 月），ピー
マン類（5月～10 月）で，年間 60 品目以上の野菜を周年出荷している。
　取り引き先は約 50 社で，そのうち有機農産物を専門に扱う流通事業体が約 40％を占め，
そのほかは生協，外食，小売業者，学校給食などである。作付調整会議は春夏作と秋冬作
で作付する数か月前に実施し，取り引き先に提案している。その後，取り引き先が検討し
て生じた過不足分について再度，生産者間で調整し，作付計画を立てている。
（4）新規参入者の育成
　有機部会の設立から 20 年以上が経過し，部会員の高齢化も進んでいた。平均年齢は 60
歳以上となり，農業からリタイアして後継者がいない農家も少なくなかった。新たな担い
手の確保もまた，さんぶ野菜ネットワークを設立した大きな背景にあった。
　2008 年には，有機農業モデルタウン事業の受け皿としてさんぶ野菜ネットワーク，大
地を守る会，ワタミファーム，山武郡市農協，山武市から構成される山武有機農業推進協
議会が設立された。このなかで，山武有機農業推進協議会の活動を実質的に主導し，窓口
となっているのがさんぶ野菜ネットワークで，その主たる活動は「就農相談」「研修の受
け入れ」「新規参入者の育成」である。
　2017 年時点で，32 名の新規参入者が就農し，さんぶ野菜ネットワークの組合員となっ
ている。新規参入者の平均年齢は 40 歳ほどで，30 代半ばまでサラリーマン生活を経験し
てきた人たちが多い。組合員の平均年齢も 48 歳に下がったという。現在も 10 名以上の研
修生が学び，新規参入の準備を進めている。
―223―
小口広太：新規参入サポートをつうじた有機農業の組織的展開とその意義
4．新規参入者の定着要因
　ここからは，新規参入者が抱える課題を整理し，それに対してさんぶ野菜ネットワーク
が行なっているサポートの中身について見ていく。
（1）新規参入者が抱える課題
　農業への新規参入プロセスには様々な障壁が存在し，それらは大きく「就農（入口）」
と「定着（出口）」に分けられる。
　まず，就農についてである。新規参入者は農家子弟の経営継承とは違い，経営創業から
生じる障壁を抱えている（江川 2000）。つまり，有形（農地・資金・機械等），無形（営
農技術・信用力等）の経営資源，生活資源（住宅・地域の人間関係等）を新規で調達し，
確保しなければならない。
　続いて，定着についてである。全国農業会議所「新規就農者の就農実態に関する調査結
果」（平成 28 年度）によると，就農後，経営面での問題・課題となっている項目のなかで
「所得が少ない」が 55.9％，「技術の未熟さ」が 45.6％，「設備投資資金の不足」が
32.8％，「運転資金の不足」が 24.3％と続いている。こうした結果を見る限り，農業を経
営し，地域に定着していくという出口の局面には，依然として課題が山積していることが
理解できる。
　とりわけ，有機農業で新規参入する場合は慣行栽培とは異なる特有の課題を抱えている
ため，創意工夫を図り参入しない限り，困難な状況にある（高橋 2011）。
　慣行農業による新規参入の場合，技術面は都道府県の農業改良普及員や JAの営農指導
員から技術面でのサポートが期待でき，販路の確保については JA共販による系統出荷が
利用できる。
　一方で，有機農業による新規参入の場合，そのような技術指導を受けることができない。
言い換えれば，有機農業を指導できる人が地域に存在しない。また，既存の流通を利用で
きない，もしくは利用しないという理由から有機農産物の価値が評価される独自の販路を
構築しなければならない。栽培技術も未熟で安定しない新規参入者が同時に販路も開拓し
ていくことは容易ではない。さらに，若い農家だけではなく，有機農業に取り組む農家も
少ないことから，気軽に相談できるような農家の仲間が身近に存在しいない。
　このような困難を抱えつつ，新規参入者は課題をひとつひとつ解決し，有機農業を実践
していくことになる。
（2）新規参入サポートの中身
　それでは，図を参照しながら，さんぶ野菜ネットワークによる新規参入サポートの取り
組みについて見ていく。
　さんぶ野菜ネットワークはHPの開設やイベントの企画，新・農業人フェア（14）への出
（14）新・農業人フェアとは，農業研修や新規参入，雇用就農など農業に関心のある人たちを対象に情報を提供す
るイベントである。ブースは「求人募集」「研修生募集」「生徒募集」「就農支援・相談」に分かれ，全国か
ら農業関係者が集まる。株式会社リクルートジョブズが主催し，農林水産省と厚生労働省が後援している。
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展などに取り組み，「①研修生の募集」を行なっている。とりわけ，新・農業人フェアは
来場者と直接話しができ，効果的である。その後，研修希望者に対して現地で正式な面接
を実施し，正式な研修生としての受け入れが決定する。研修生になる条件は有機農業を実
践すること，山武市で就農すること，さんぶ野菜ネットワークに所属することである。
　受け入れ先と研修生のマッチングを行う「②研修準備」は，研修生の関心や就農後のビ
ジョンに合った研修受け入れ先を組合員のなかから選定することが重要なポイントとなる。
　「③研修生の受け入れ」が始まると，最長で 2年間，研修経費の一部を助成する農の雇
用事業（15）（農林水産省）に 6～7万円をプラスし，ひと月あたり 15 万円ほどの給料を支払っ
ている。これは研修生が近くにアパートを借り，通いの研修になるため，最低限の生活が
保障できる金額である。
　研修期間は最低で 1年，最長で 3年としている。農の雇用事業の対象期間が最長 2年で，
それ以降も研修を継続するか，研修を終えて就農するかは研修先との話し合いで決める。
実際には，2年の間で就農する人が多いという。研修を継続する場合，T氏のところでは
研修生ではなく，スタッフのような形で扱い，給料を支払うことにしている。
　研修は同時に「④就農準備」の期間でもある。生産技術や経営手法について学ぶことは
もちろんのこと，さんぶ野菜ネットワークに所属する農家や地域住民などと関係性をつく
り，農地や住宅の確保に向けて情報を収集する。その際，受け入れ農家やさんぶ野菜ネッ
トワークは研修生と就農計画を立てながら，農地や住宅を斡旋し，スムーズに就農ができ
るよう「⑤就農サポート」を行っている。
　さんぶ野菜ネットワークの組織としての強みは，すでに安定的な販路を確保しているこ
図：新規参入サポートの流れ
資料：山武有機農業推進協議会HPより筆者作成
（15）農の雇用事業とは，農業法人等が新規就農者である雇用者等に対して実施する研修の支援事業である。対象
者や研修の目的により，以下の 3タイプがある。①雇用就農者育成タイプ：法人が新規就業者に対して実施
する実践研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 2年間），②新法人設立支援タイプ：新規就業者に対する
新たな法人設立に向けた研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 4年間（3年目以降 60 万円）），③次世代経
営者育成タイプ：法人による従業員等の国内・海外派遣研修を支援（助成金 120 万円，支援期間 2年間）。
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とと多くの組合員が所属していることである。これが「⑥定着サポート」につながってい
る。「ネットークに所属すれば，売り先はある」というのが S氏の新規就農希望者への口
説き文句であり，「販路がある」という理由から山武市を就農先として選択している新規
参入者が多い。新規参入者は販路が確保されてることにより，生産に注力でき，安心して
有機農業に取り組むことができる。
　さんぶ野菜ネットワークの組合員のなかには，経験豊富な先輩農家だけではなく，同質
的な経験を積んでいる同世代の新規参入者も多数所属している。そのような仲間からは情
報交換，技術面での指導，日頃の悩み相談など定着するまでの間，様々なサポートを得る
ことができる。
　このように，さんぶ野菜ネットワークは新規参入者の就農と定着プロセスにおいて組織
としての強みを活かしたサポートを行い，参入障壁を緩和している。その成果として，新
規参入者が年々増加しているとともに，いまだそのなかから離農者が出ていない。
5．むすびにかえて
　以上，さんぶ野菜ネットワークによる有機農業の組織的展開と取り組みの特徴について
見てきた。
　さんぶ野菜ネットワークは意欲のある若い新規就農希望者を呼び込み，一般的な新規参
入者と比較すると，独自で解決しなければならない領域が広い有機農業による新規参入者
にとってサポート源としての役割を担っている。
　最後に冒頭の課題に立ち返り，新規参入サポートをつうじた有機農業の組織的展開の意
義について検討する。
　ひとつは，さんぶ野菜ネットワークにとっての意義である。さんぶ野菜ネットワーク側
から見れば，新規参入者は組織を発展させていくための貴重な戦力となる。新規参入者の
増加は，組織力の拡大と販売力の強化という好循環を生んでいる。例えば，農産物の過不
足や天候不順，想定外の生育不良などが起こったときには組合員同士融通し合って出荷量
を調整しているが，組合員が増加すれば，そのような相互補完が行いやすくなる。安定的
な出荷体制は取り引き先との信頼関係の構築へとつながり，出荷量が増加すれば，新たな
販路の開拓もでき，組織としてさらに発展していく。
　もうひとつは，地域農業にとっての意義である。前述のとおり，山武市でも後継者不足
が深刻化するなか，農家，非農家出身を問わず，若い世代の力をいかに取り込み，地域農
業の維持，発展につなげていけるかが課題となっている。有機農業は，新規就農希望者か
らの関心が高い。さんぶ野菜ネットワークはそのような若い世代の動きを的確に捉え，サ
ポート体制を整備して積極的に新規参入者の育成に取り組んでいる。有機農業による新規
参入サポートは地域農業の後継者づくり，これからの地域農業の展開方向を考えていく上
で，重要なポイントになる。新規参入者の受け入れ側の力量もまた問われているといえよ
う。
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小口広太：新規参入サポートをつうじた有機農業の組織的展開とその意義
〔抄　録〕
　本稿の課題は，有機農業を組織的に展開するさんぶ野菜ネットワークの取り組みを事例
として取り上げ，その展開要因と意義について検討することにある。千葉県山武市にある
農事組合法人さんぶ野菜ネットワークは，有機農業に関心を持つ若い新規就農希望者を呼
び込み，就農および定着プロセスにおけるサポートをつうじて新規参入者の育成に取り組
んでいる。このような事例分析をつうじて明らかにした意義は，次の 2点である。ひとつ
は，さんぶ野菜ネットワークが組織として発展していることである。新規参入者の育成は，
組織力の拡大とともに販売力の強化にもなり，取り引き先との信頼関係の構築や新たな販
路の開拓にもつながっている。もうひとつは，後継者不足が深刻化する地域農業の担い手
が確保されることである。新規参入者は有機農業との親和性が高い。そのため，有機農業
による新規参入へのサポートは地域農業の後継者づくり，これからの地域農業の展開方向
を考えていく上で，重要なポイントになる。
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